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コンテナを利用した建築物に係る違反対策の徹底について 
 
 

コンテナを利用した建築物については、平成元年 7 月 18 日住指発第 239 号

建設省住宅局建築指導課長通達により、その取扱いを通知するとともに、「コ

ンテナを利用した建築物の取扱いについて」（平成 16 年 12 月 6 日国住指第

2174 号）により、建築基準法に適合しない事項がある場合には、違反建築物

として扱い、是正指導又は必要に応じ是正命令されるよう依頼しているとこ

ろです（別添１、２参照）。  
しかしながら、コンテナを倉庫として設置し、継続的に使用する物件等に

おいて、建築基準法の構造関係規定や用途規制への違反が疑われるものが依

然として見受けられ、これらの物件においては、地震等に対する構造耐力不

足や周辺の住環境への悪影響が懸念されます。  
このため、貴職におかれましては、コンテナを利用した建築物について、

別紙の主な違反内容の例及び特定行政庁の取り組み事例を参考としつつ、下

記に留意の上、新たな違反建築物の発生を防止するとともに、是正指導を徹

底していただくようお願いいたします。  
また、貴管内の特定行政庁に対しても、この旨周知していただくようお願いい

たします。 
 

記 
 

１ すでに設置されている又は設置されようとしているコンテナを利用した

建築物について、建築基準法に適合しない事項がある場合には、違反建築物

として扱い、是正指導を徹底すること。  
特に、コンテナを複数積み重ねる場合には、地震発生時等に転倒し、周囲

に危害を及ぼすおそれがあることに留意すること。  
 



２ コンテナを利用した建築物は、短時間での設置が可能なため、建築パト

ロールの実施等により、コンテナを利用した建築物の設置の早期発見に努め

ること。  
 
３ コンテナを倉庫として設置し、継続的に使用する物件等は、その形態及

び使用の実態から建築基準法第 2 条第 1 号に規定する建築物に該当するた

め、新たにこれらのコンテナを利用する建築物を設置する場合には建築基準

法に基づく建築確認申請が必要となること等について、ホームページに掲載

すること等により広く周知すること。  
 

以上 

 
  


